２００７年８月の人権ヘッドラインニュース
８．０１　人権啓発バス発車
　　　　　　人権啓発の標語や人権を象徴する水仙の花などを車体にラッピングした路線バスが、宇治市内を中心に府南部の一部地域で運行を始めた。京都地方法務局や府、府人権擁護委員連合会などでつくる京都人権啓発活動ネットワーク協議会が京阪宇治バスの協力を得て運行。
８．０１　府民総合案内・相談センターオープン
　　　　　　府庁への問い合わせや苦情、提案を専用電話や窓口で一元的に受け付ける「府民総合案内・相談センター」が府庁１号館１階にオープン。

相談電話番号０７５－４１１－５０００

ファックス　０７５－４１１－５００１
８．０１　外国人児童１７％行方知れず、「不就学」も１％超
　　　　　　中国からの帰国者や南米出身の日系人など「ニューカマー」と呼ばれる外国人の子どもの約１％が学校に通っていないほか、転居、出国などで約１７％の行方がわからなくなっていることが文部科学省の調査で明らかになった。
８．０５  自殺、半数が誤解
　　　　　　「自殺を口にする人は、本当は自殺しない」、「自殺は何の前触れもなく、突然起きる」と誤解している人がそれぞれ５０．０％、４６．０％に上ることが、内閣府が４日付で発表した「自殺対策に関する世論調査」でわかった。
８．０８　ＨＩＶ新規感染者が最多
今年４月からの３ヶ月間に国内で新たに報告されたエイズウイルス（ＨＩＶ）感染者数は、二百七十人で四半期ベースで過去最高であったと厚生労働省のエイズ動向委員会が発表した。
８．１０　不登校５年ぶり増加
　　　　　　２００６年度に病気や経済的な理由以外で学校を年間３０日以上欠席した「不登校」の小中学校は５年ぶり増加に転じ、１２６，７６４人（前年度比３．７％増）だったことが、文部科学省の学校基本調査速報でわかった。

特に中学生は前年度から約３，０００人増え、１０２，９４０人で全生徒の１５人の１人にあたる２．９％（前年度２．８％）と過去最高の割合になった。
８．１０　全国の警察が摘発した児童虐待昨年比２４％増１４９件
今年上半期（１月～６月）に全国の警察が摘発した児童虐待事件は、昨年同年比２４．２％増の１４９件にのぼることが、警察庁のまとめでわかった。被害者数も２２．７％増の１５７人で、年齢別では、０歳が２２人と最も多く、死亡に至ったのは１８人であった。
８．１０　戸籍謄本・住民票を不正取得　三重県行政書士を業務停止処分に
　　　　　　三重県は、調査会社の依頼で戸籍謄本や住民票の写しを不正に取得し、報酬を得ていたとして、同県伊勢市の行政書士を１０ヶ月間の業務停止処分にした。

　　　　　　また、同日、住民基本台帳法などに違反するとして、伊勢簡易裁判所へ科料処分を求める通知を行った。県によると、当該行政書士は、昨年５月から今年２月にかけ、横浜市の調査会社の依頼で、４４都道府県２３０市区町村の窓口から述べ５１１人分の戸籍謄本や住民票の写しなどを不正取得。１枚２，２００－３，０００円の報酬で調査会社に渡していた。行政書士は、職務上請求書を使い、簡易な手続きで住民票などの写しの交付を受けられる。請求書を発行している県行政書士会が、当該行政書士の請求が急に増えたことを不審に思い、県に相談した。同会は１０日付で廃業の勧告をした。
８．１２　介護労働　負担さらに重く
　　　　　　昨年４月の改正介護保険法の施行後、介護労働者の４人に１人が「業務量が増えた」など仕事の負担増を感じていることが、財団法人介護労働安定センターが実施した調査でわかった。他業種に比べて高い離職率は２割を超えたまま、前年から改善しておらず、介護業界の厳しい労働実態が改めて浮かび上がった。
８．１６　人権施策に助言、市民委員を募集
京都市は人権問題に関する施策について点検、助言する「市人権文化推進懇話会」の市民委員を募集した。根気の委員は９月２０日から２年間。市内在住、在勤、在学の２０歳以上で国籍は問わない。
８．１８　メールで教育相談開始
　　　　　　府総合教育センターでは、電子メールを用いた教育相談を始めた。同センターは電話や来所による教育相談を実施しているが、「電子メールで気軽に相談してほしい」と呼びかけている。電子メールによる相談の対象は、府内に住む幼児や児童、生徒、保護者、学校教育関係者。いじめや不登校など相談内容に応じて、臨床心理士や精神科医らが対応する。
アドレスは、sukoyaka@kyouto-be.ne.jp
８．２０　虐待被害、不登校、発達障害・・子どもの心ケア全国に診療拠点
　　　　　　厚生労働省は増加する虐待の被害や不登校などの子どもの心を取り巻く問題が深刻化していることを受け、乳幼児期から青年期までの心を専門的にケアする外来や病棟を備えた「子どもの心診療拠点病院」を全都道府県に整備する方針を固めた。
８．２０　バリアフリー基準　駅の３７％が未達成　
１日に平均利用者が５，０００人以上の全国の鉄道駅２，７８９駅のうち、段差解消など国の決めたバリアフリー基準を満たしていない駅が１，０２２駅あることが国土交通省の調査でわかった。
８．２１　発達障害　成人は置き去り
　　　　　　自閉症など発達障害の疑いがあり、日常生活で支障を感じている成人（１９歳以上）のうち、医療機関で診断を受けたことがない人が約５割にのぼることが、「大阪府発達障害者支援センター・アクトおおさか」に寄せられた相談内容の分析結果から明らかになった。
８．２３　犯罪被害者に公費で弁護士　
　　　　　　犯罪被害者や遺族らが刑事裁判に参加し、被告に質問したり量刑意見を述べたりする「被害者参加制度」で、法務省は、被害者らに公費で弁護士を選任する制度の導入を決めた。
８．２３　病気やけがの外国人に通訳なしで問診可能に
　　　　　　京都市立病院では、病気やけがで病院が訪れた外国人が、通訳がいなくてもパソコン画面で自動的に問診を受けられる「多言語医療支援システム」を開発９月上旬から設置する。ＮＰＯ法人多文化共生センターきょうとが京都大学などと協力して開発。
８．２６　人権侵害増加４割増
人権侵害が多くなっていると考える人が４割を超え、過去最高に上ったことが内閣府から発表された。
内閣府がまとめた「人権擁護に関する世論調査」の結果からわかった。

「この５、６年で人権侵害が多くなってきた」と答えた人は、前回調査（２００３年２月）に比べ、５．８ポイント増の４２．０％で、「人権侵害を受けたことがある」という回答も２．４ポイント増えて１６．３％だった。

自分が受けた人権侵害の内容（複数回答）では、「あらぬうわさ、他人のからの悪口、陰口」が１６．７ポイント増の４７．４％で最多。次いで「プライバシーの侵害」（２５．１％）、「名誉、信用の棄損、侮辱」（２０．２％）の順だった。

人権問題の課題（複数回答）として、「障害のある人」（４４．１％）が最も多く、次いで「高齢者」（４０．５％）、「子ども」（３５．０％）、インターネットによる人権侵害（３２．７％）であった。　　　　　　

８．２８　ネットカフェ難民５，４００人で２０代が２７％　半数日雇い
　　　　　　住所不定でインターネットカフェを泊まり歩く「ネットカフェ難民」が全国で約５，４００人に上ることが厚生労働省の実態調査でわかった。２０代（２７％）で最多だが、５０代（２３％）と高齢層にも広がっていた。半数が日雇いの仕事で、低賃金の不安定な働きか多賀背景にあることも裏付けられた。
